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（2）調査結果（実施したアンンケートについては参考資料を参照） 

 問１ 調査対象となった学校の概要  

（１‐１）学校の種類と教育課程 

 

 表１‐１ 教育課程の種類 単位：校 

 

 

 

（１‐２）設置主体  

表１‐２ 設置主体      単位：校 

 

 

（１‐３）特別支援教育の実施   ※ 高等学校のみ対象 

  

表１‐３‐１  特別支援学級の有無    表１‐３‐２ 学級の種類    単位：校 

      件数 ％  件数 ％ 

ある ７ ８．４ 自立支援推進校 ７ １００.０

ない ７６ ９１．６ 共生推進校 ０ ０.００

合計 ８３ １００．０ その他 ０ ０.００

合計 7 １００．０

 

 回答をえた高等学校８３校のうち７校において、自立支援推進校を設置しているとの

回答をえた。このことは、大阪府内にある自立支援推進校１１校のうち今回の調査では

７校から回答を得ることができたということになる。  

 

 

  件数 ％ 

高等学校 全日制 ７４  ８３ ６２．７ 

 定時制 ４  ３．４ 

 通信制   １ ０．８ 

 多部制   ３

 

Ⅰ・Ⅱ部：２ 

Ⅲ   部：１ 

２．５ 

 高等専門   １ ０．８ 

支援学校  ２３ １９．５ 

高等専修学校  １２ １０．２ 

 合計  １１８ １００.０ 

 公立 私立 合計 

高等学校 ５３ ３０ ８３

支援学校 ２３ ０ ２３

高等専修 ０ １２ １２

 合計 ６９ ４９ １１８

公立 23

公立 53

私立 12

私立 0

私立 30

公立 0

0% 50% 100%

高等専修

支援学校

高等学校

公立

私立
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表２‐２‐２‐３  3年生  

 1-4人  5-9人  10-人  合計 

高等学校 12 2 0 14

支援学校 3 0 0 3

高等専修 4 0 1 5

 合計 19 2 1 22

  

 すべての種類の学校において、手帳を有さない障害のある生徒がいた。  

高等学校では、1 年生が最大８人・最小１人となり、2 年生が最大１１人・最小１人、

３年最大数６人・最小１人となった。支援学校では１年生が最大４人・最小１人、２年

生最大と最小２人、３年生最大２人と最小１人となった。高等専修学校では、１年生が

最大４９人・最小２人、２年生最大４０人・最小２人、３年生最大２８人・最小２人と

なった。 

 

○障害のある生徒がいる学校数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回回収ができた学校１１８校のうち７９校に障害のある生徒がいるという結果がで

た。 

 今回の調査では高等学校では、５９．０％の学校が障害がある学生が在籍しており、

高等専修学校では、５８．３％の学校に障害がある生徒が在籍している結果になった。  

 

 

 

 アンケート全体（A） 障害のある生徒がいる学校

（B） 

％（B/A） 

高等学校 83 49  （62.0%） 59.0 

支援学校 23 23  （29.1%） 100 

高等専修 12 7    (8.9%) 58.3 

 合計 118 79  (100.0%) 66.9 

いる , 4 9

いる , 2 3

いる , 7

いない, 3 4

いない, 0

いない, 5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校

支援学校

専修学校
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表３‐１‐12 うち障害のある生徒（平成18年度）  

 1-4

人  5-9 10-14 15-19 30-39

高等学校 3 0 0 0 0

支援学校 8 5 2 1 1

高等専修 3 1 0 0 0

 合計  14 6 2 1 1

 

 

（３‐２‐１）障害のある生徒のみに対する就労支援の有無  

表３‐２‐１ 就労支援の有無       表３‐２‐２ 特別な就労支援の有無  

 件数 ％

ある 41 51.9

ない 38 48.1

合計 79 100.0

 

 

ある

41

ない

38

 

 障害のある生徒に対してのみ実施する就労支援の有無は、高等学校では４９校中１３

校（２６．５％）の学校でのみ実施されており、高等専修学校では 7 件中 5 件（７１．

４％）の実施となっている。 

 障害のある生徒のみに実施している就労支援の具体的内容は、「就労体験実習」「特例

子会社や卒業生の就労先への見学会」、「大阪府若者サポートステーションや障害者就

業・生活支援センター、ハローワークなど外部の支援機関との連携」をあげている。 

高等専修学校の具体的内容は、職場見学や職場実習、「３年生や保護者に対しては４

月より、毎月施設や会社見学を実施している。生徒に対しては、職場体験やインターン

シップに参加している」、「平成１９年より総合教育学科（特別支援教育）を設立し、

入学してくる障害のある生徒一人ひとりに応じた教育をしている。その中で“就労でき

る 力を養っている。又、平成２２年より「働く」を学ぶ総合キャリア学科（専門課程）

を設立しより深く“就労できる力”を養う予定である。」との回答を得た。 

 

 ある ない 合計 

高等学校 13 36 49 

支援学校 23 0 23 

高等専修 5 2 7 

合計 41 38 79 

ある 13

ある 23

ある 5

ない 36

ない 0

ない 2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校

支援学校

専修学校
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 問４ 就労支援の実施状況   

 

表４‐１ 各就労支援の実施学年  単位：校  

 行っていない １年次 ２年次 ３年次 

校内での就労に関する実習 ４９ ２１ ２２ ２７ 

職場見学 ２４ ２４ ２６ ４７ 

体験学習 

（体験学習とは、職場での一日以内の活動）

５０ １２ ２１ ２５ 

職場実習 

（職場実習とは、職場での二日以上の活動）

３４ １１ ３５ ４０ 

社会福祉施設での実習 ４０ １６ ２９ ３５ 

面接指導 １０ ４ １６ ６８ 

校外の就職対策講座等の紹介 

ex)模擬面接、マナー講座などの参加 

３７ １０ １５ ４１ 

適職･適性判定 ３５ ２０ １７ ２８ 

求人の提供 １９ ３ ３ ５９ 

就労移行に向けた他機関との連携 ２２ ９ １７ ５６ 

その他 ７１ ０ １ ８ 
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24
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16
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3

3
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22

9

17
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0
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校内実習
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 「校内実習」、「職場見学」、「体験学習」については、実施により障害のある生徒の

就職率とに関連がみられ、それぞれを実施することにより就職率が高くなる傾向にある。 

一方「面接指導」、「施設実習」は就職率との関連があまり見られない結果となった。 

体験学習

ある  4

ある  6

ある  11

ない 12

ない 6

ない 7
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0%
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ない 2

ない 0

ない 2
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0%

1‐19％

20‐100％

就労移行率
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 問５ 職場開拓   

 

（５‐１）職場開拓の有無  

   

    表５‐１‐１ 職場開拓の有無（全体数）   表５‐１‐２ 職場開拓の有無（学校別） 単位：校  

 

 

  

  

 

 職場開拓は７９校中６２校の７８．５％の学校が実施をしており、高等専修学校では７

校すべてが職場開拓を行っていると回答した。  

 

（５‐２）職場開拓開始場所  

 

表５‐２‐１ 職場開拓の開始場所（全体）    単位：校  

 家族  地域  ﾊﾛｰﾜｰｸ  他の学校 

件数 13(16.5%) 4(5.1%) 41 (51.9%) 10 (12.7%) 

障害者就業・  

生活支援センター   広告 会社  その他 

 18(22.8%) 23 (29.1%) 48 (60.8%) 12 (15.2%) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 はい いいえ 無記入 合計

高等学校 34 14 1 49

支援学校 21 2 0 23

高等専修 7 0 0 7

合計 62 16 1 79

 件数 ％ 

はい 62 78.5 

いいえ 16 20.3 

無記入 1 1.3 

合計 79 100.0 

はい

62

いいえ

16

無記入

1

はい 34

はい 21

はい 7

いいえ  1 4

いいえ  2

いいえ  0

無記入 0

無記入 1

無記入 0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校

支援学校

専修学校

13

4

41

10

18

23

48

12

0 10 20 30 40 50 60

家族

地域

ﾊﾛｰﾜｰｸ

　他の学校

障害者就業・支援センター

　広告

会社

その他
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職場開拓の開始場所としては、「会社に直接」との回答が４８校と多く、また、個々の高

等学校などにおいて同結果が得られている。  

 

 

 

表５‐２‐２ 職場開拓の開始場所（学校別）                  単位：校  

 

家族  地域  ﾊﾛｰﾜｰｸ 他の学校 

障害者就業・生

活支援ｾﾝﾀｰ 広告  

会

社  その他

高等学校 3 1 22 2 6 5 30 5

支援学校 7 3 14 7 8 15 13 4

高等専修 3 0 5 1 4 3 5 3

 合計 13 4 41 10 18 23 48 12

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問６ 卒業後の支援（アフターフォロー）について   

 

表６‐１‐１ （全体）  単位：校   表６‐１‐２ （学校別）      単位：校  

 

 件数 ％ 

実施している 38 48.1 

実施していない 37 46.8 

無記入 4 5.1 

合計 79 100.0 

 

 

 

 

 

 

 実施し

ている

実施して

いない 無記入 
合計

高等学校 10 35 4 49

支援学校 23 0 0 23

高等専修 5 2 0 7

合計 38 37 4 79

3

7

3

1

3

0

22

14

5

2

7

1

6

8

4

5

15

3

30

13

5

5

4

3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校

支援学校

専修学校
家族

地域

ﾊﾛｰﾜｰｸ

他の学校

 障害者就業・支援ｾﾝﾀｰ

広告

会社

その他

10

23

5

35

0

2

4

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校

支援学校

専修学校

実施している

実施していない

無記入

無記

入 4

実施し

ている

38
実施し

ていな

い 37
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「卒業後の支援」は、高等学校では４９校中３５校（７１．４％）の学校が実施してお

らず、支援学校では２３校中２３校（１００％）の学校が障害のある生徒に対して実施

しているという結果が得られた。 

 

（６‐２）アフターフォローの実施期間  

表６‐２‐１ （全体）  

 

表６‐２‐２ （学校別）        単位：校  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 卒業後の支援を行っている３８校のうち１２校（３１．６％）が約1年間の実施と回答

があった。３種類の学校のうち支援学校がもっとも長い期間卒業後の支援を実施しており、

中には「随時、継続的に実施」との回答も得ることができた。高等学校や高等専修学校で

は、「１年」の実施がもっとも多くなっている。  

 また、回答を得た３４校の平均実施期間は２．４５年となっている。  

 

 件数 ％ 

5年  6 15.8 

4年  1 2.6 

3年  9 23.7 

2年  5 13.2 

1年  12 31.6 

0.5年  1 2.6 

無記入 4 10.5 

合計 38 100 

 無記入 0.5年  1年  2年 3年 4年 5年 合計

高等学校 0 1 6 2 1 0 0 10

支援学校 3 0 4 2 7 1 6 23

高等専修 1 0 2 1 1 0 0 5

合計 4 1 12 5 9 1 6 38

1

0

0

6

4

2

2

2

1

1

7

1

0

1

0

0

6

0

0

3

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校

支援学校

専修学校
0.5年

1年

2年

3年

4年

5年

無記入

4

1

12

5

9

1

6

0 2 4 6 8 10 12 14

無記入

0.5年

1年

2年

3年

4年

5年
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 問７ 就労に関する学習   

（７‐１）就労に関する学習の有無  

表７‐１‐１ （全体）       

 件数 ％ 

はい 64 81.0 

いいえ 13 16.5 

無記入 2 2.5 

合計 79 100.0 

 

 

 

表７‐１‐２ （学校別）     単位：校  

 はい いいえ 無記入 合計

高等学校 38 10 1 49

支援学校 19 3 1 23

高等専修 7 0 0 7

合計 64 13 2 79

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 就労に関する学習は全体の７９件中６４件（８１．０％）が実施しているという結果

を得た。また、高等専修学校では７校中７校すべてが実施していた。  

 

（７‐２）就労に関する学習内容 

表７‐２‐１ （全体）                       単位：校  

 履歴書の 

書き方 

面接の 

受け方 

技術習得 一般常識 マナー講座 その他 

件数 53(67.1%) 58(73.4%) 25(31.6%) 41(51.9%) 34(43.0%) 11(13.9%)

 

 

 

 

 

はい 38

はい 19

はい 7

いいえ  10

いいえ  3

いいえ  0

無記入 1

無記入 1

無記入 0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校

支援学校

専修学校

はい

いいえ

無記入

11

34

41

25

58

53

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

マナー講座

一般常識

技術習得

面接の受け方

履歴書の書き方

無記

入 2

はい

64

いいえ

13
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表７‐２‐２ （学校別）                      単位：校  

 履歴書の 

書き方 

面接の 

受け方 

技術  

習得  

一般  

常識  

マナー 

講座  

その他 

高等学校 32 35 10 25 17 5

支援学校 14 16 12 10 13 3

高等専修 7 7 3 6 4 3

合計 53 58 25 41 34 11

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体の７９件中６４件（８１．０％）が就労に関する学習を実施しており、学習内

容は、「履歴書の書き方」「面接の受け方」が７０％程度の実施となっている。支援学校

のうち学習を実施していると回答のあった１９校は項目を均一的に実施しており、さま

ざまな就労支援に関する学習を実施していることがわかる。  

「３．技術を習得する授業」の具体的内容について、高等学校では「日常生活活動（清

掃、整理等）」「簿記、情報処理、ワープロ」「ヘルパー2 級取得講座」、支援学校で

は「軽作業、パソコン、園芸、木金工」「名刺、カレンダー作成、会計処理」、高等専

修学校では、「パソコンの検定対策、貿易実務・秘書検定」「理容実習、美容実習」な

どがあげられた。 

「６．その他」の具体的内容について、高等学校では「職業内容についての分野別講

演会」｢『働く若者のハンドブック』を用いて働き方について学習｣「求人票の見方」、

支援学校では「身だしなみ講座」「自立活動」、高等専修学校では「模擬面接」「社会

常識検定」「セミナーの実施」等があげられた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32

14

7

35

16

7

10

12

3

25

10

6

17

13

4

5

3

3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校

支援学校

専修学校
履歴書の書き方

面接の受け方

技術習得

一般常識

マナー講座

その他
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（７‐３）資格取得の有無  

表７‐３‐１ （全体）        

 

 

 

 

  

 

 

 

 

表７‐３‐２ （学校別）      単位：校  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資格を取得できるか否かについては、支援学校では、２３校中１９校（８２．６％）が

取得できないと回答しており、他の高等学校や高等専修学校と比較し資格取得の学習を実

施していない傾向にある。 

 取得できる資格として、高等学校では色彩検定、ワープロ検定、情報処理技能検定、日

本漢字能力検定、日商簿記検定等商業系検定全般、小型車両系建設機械（ユンボ･ローラ

ー・フォークリフト）、支援学校ではヘルパー2級、情報処理検定、漢字能力検定、英語

検定、被服製作技術検定、高等専修学校では情報処理検定、簿記検定、漢字能力検定、英

語検定、社会常識能力検定、色彩能力検定、調理師、理容師国家試験受験資格、美容師国

家試験受験資格などがあげられた。 

 

 

 度数 ％ 

はい 35 44.3 

いいえ 40 50.6 

無記入 4 5.1 

合計 79 100.0 

 はい いいえ 無記入 合計 

高等学校 24 21 4 49

支援学校 4 19 0 23

高等専修 7 0 0 7

合計 35 40 4 79

はい 24

はい 4

はい 7

いいえ  21

いいえ  19

いいえ  0

無記入 4

無記入 0

無記入 0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校

支援学校

専修学校

無記
入 4

いいえ

40

はい
35
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（９‐３）「個別の教育支援計画」の実施状況  

表９‐３‐１ （全体）      表９‐３‐２ （学校別）   単位：校  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「個別の教育支援計画」は作成後、無回答以外の１００％の学校で計画を実施している

との回答を得た。 

 

（９‐４）「個別の教育支援計画」を活用するにあたっての課題 

表９‐４‐１ （全体）       単位：校      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 件数 ％ 

はい 28 96.6 

無記入 1 3.4 

合計 29 100.0 

 はい 無記入 合計 

高等学校 6 0 6 

支援学校 22 1 23 

合計 28 1 29 

 件数  ％ 

家族や地域に関すること ２５ ３１．６

生徒自身に関すること ２７ ３４．２

校内における理解に関すること ２２ ２７．８

計画に関すること ３６ ４５．６

他機関との連携に関すること ２０ ２５．３

特にない １５ １９．０

その他 ８ １０．１

はい
28

無記
入1

はい22

はい6 無記入0

無記入1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校

支援学校
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表９‐４‐２ （学校別）                  単位：校  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「個別の教育支援計画」を活用するにあたっての課題は、計画に関することが最も多

かった。 

「７その他」の具体的内容として、高等学校は「個人情報の共有化･管理の問題」「教

員が多忙であること」、支援学校は「計画書の活用については、『関係機関との連携』が

不可欠であり、現状では、計画書について障害教育の関係者には一定の理解はあります

が、『関係機関』側や『一般社会』には、まだまだ認知されていません。計画書の作成

と活用については、障害教育分野での独り相撲のような状況にあります」「生徒の個人情

報に関すること」との意見があった。 

 

 

 高等学校 支援学校 高等専修 合計 

家族や地域に関すること １５ ６ ４ ２５ 

生徒自身に関すること １６ ６ ５ ２７ 

校内における理解に関すること １３ ５ ４ ２２ 

計画に関すること ２４ ８ ４ ３６ 

他機関との連携に関すること １２ ６ ２ ２０ 

特にない ８ ６ ２ ２０ 

その他 ４ ４ ０ ８ 

15

6

4

16

6

5

13

5

4

24

8

4

12

6

2

8

6

2

4

4

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校

支援学校

専修学校

家族や地域に関すること

生徒自身に関すること

校内における理解に関すること

計画に関すること

他機関との連携に関すること

特にない

その他
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（９‐５）「個別の移行支援計画」の作成状況  

表９‐５‐１ （全体）      表９‐５‐２ （学校別）   単位：校  

 件数 ％ 

はい 21 26.6 

いいえ 56 70.9 

無記入 2 2.5 

合計 79 100.0 

 

 

（９‐６）生徒に対する作成率 

表９‐６‐１ （全体）       表９‐６‐２ （学校別）  単位：校  

 件数 ％ 

６割 1 4.8 

９割 1 4.8 

１０割 19 90.5 

合計 21 100.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「個別の移行支援計画」は７９校中２１校（２６．６％）の実施であり、「個別の教

育支援計画」より作成が少ない。支援学校は「個別の教育支援計画」が２３校すべての

作成であったが、「個別の移行支援計画」は１８校（７８．３％）の作成と低い結果が得

られた。また、生徒に対する作成率は６割～１０割となっている。  

 

 

 はい いいえ 無記入 合計 

高等学校 3 44 2 49 

支援学校 18 5 0 23 

高等専修 0 7 0 7 

合計 21 56 2 79 

 6割  9割  10割  合計 

高等学校 1 1 1 3 

支援学校 0 0 18 18 

合計 1 1 19 21 

はい 3

はい 18

いいえ  44

いいえ  5

いいえ  7

無記入 2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校

支援学校

専修学校

無記

入 2

いいえ

56

はい

21

１０割

19

６割 1

９割 1

6割 1 9割 1 10割 1

10割 18

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校

支援学校
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（９‐７）「個別の移行支援計画」の実施状況  

表９‐７‐１ （全体）         表９‐７‐２ （学校別）  単位：校  

 件数 ％ 

はい 20 95.2 

いいえ 1 4.8 

合計 21 100.0 

 

 「個別の移行支援計画」は１校を除き、作成後実施しているという結果を得ることが

できた。 

 

 

（９‐８）「個別の移行支援計画」を活用するにあたっての課題 

表９‐８‐１ （全体）            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 はい いいえ 合計 

高等学校 2 1 3 

支援学校 18 0 18 

合計 20 1 21 

 件数 ％ 

家族や地域に関すること ２０ ２５．３ 

生徒自身に関すること ２１ ２６．６ 

校内における理解に関すること １７ ２１．５ 

計画に関すること ３３ ４１．８ 

他機関との連携に関すること ２４ ３０．４ 

特にない １２ １５．２ 

その他 ８ １０．１ 

はい

20

いいえ

1

はい 2

はい 1 8

いいえ  1

いいえ  0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校

支援学校

20

21

17

33

24

12

8

0 5 10 15 20 25 30 35

家族や地域に関すること

生徒自身に関すること

校内における理解に関すること

計画に関すること

他機関との連携に関すること

特にない

その他
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表９‐８‐２ （学校別）  

 高等学校 支援学校 高等専修 合計 

家族や地域に関すること １０ ６ ４ ２０ 

生徒自身に関すること １２ ４ ５ ２１ 

校内における理解に関すること １０ ３ ４ １７ 

計画に関すること ２１ ８ ４ ３３ 

他機関との連携に関すること １０ １０ ４ ２４ 

特にない ８ ３ １ １２ 

その他 ３ ５ ０ ８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「個別の移行支援計画」を活用するにあたっての課題については、「個別の教育支援計

画」の課題と同様に「計画に関すること」が、最も多い件数となっている。  

 「7 その他」の具体的内容について、高等学校は「人員、時間的限界」「教員が多忙で

あること」「『個別の移行支援計画」自体の認識がない」、支援学校は「生徒の個人情報

に関すること」「十分に活用されているかどうか疑問」との意見があった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10

6

4

12

4

5

10

3

4

21

8

4

10

10

4

8

3

1

3

5

0% 50% 100%

高等学校

支援学校

専修学校

家族や地域に関すること

生徒自身に関すること

校内における理解に関するこ
と

計画に関すること

他機関との連携に関すること

特にない

その他
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（10‐１‐２）就労支援に関して障害のある生徒のみを担当する教員の有無（支援学校以外） 

表 10‐１‐２‐１ （全体）      表 10‐１‐２‐２ （学校別） 単位：校  

 件数 ％ 

はい 16 28.6

いいえ 36 64.3

無記入 4 7.1

合計 56 100.0

  

 

 

 

 

 

 

 

  

（10‐１‐３）就労支援に関して障害のある生徒のみを担当する教員数  

表１０‐１‐３‐１ （全体）   

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

表１０‐１‐３‐２ （学校別） 単位：校  

 

 

 

 

 

 いる いない 無記入 合計

高等学校 13 36 0 49

高等専修 3 0 4 7

合計 16 36 4 56

 件数 ％ 

1人  8 50.0 

2人  2 12.5 

3人  2 12.5 

4人  3 18.8 

無記入 1 6.3 

合計 16 100.0 

 

1人  2人  3人  

 

4人  

無記

入 合計

高等学校 5 2 2 3 1 13

高等専修 3 0 0 0 0 3

合計 8 2 2 3 1 16

無記

入 4

いい

え  36

はい

16

いる 13

いる 3

いない 36 無記入 0

無記入 4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校

専修学校

8

2

2

3

1

0 5 10

1人

2人

3人

4人

無記入
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1人 5

1人 3

2人 2 3人 2 4人 3 無記入 1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校

専修学校

 

 

就労支援に関して障害のある生徒のみを担当する教員の有無について５６件中１６件

（２８．６％）の学校が「はい」との回答をした。  

 また、教員がいると回答した１６校では担当者が１人～４人いるとの回答があり、高等

専修学校では、「いる」と回答した３校すべてが１人との回答をした。  

 

 

（10‐２‐１）非常勤の就労支援をおこなう人材の有無 

表 10‐１‐３‐１ （全体）  表 10‐１‐３‐２ （学校別） 単位：校  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７９校中１３校（１６．５％）に非常勤の人材がいるという結果がでた。また、１３

校のうち１２校が高等学校であり、支援学校では非常勤の人材がいる学校がいないとい

う結果にいたった。 

 

 

 件数 ％ 

いる 13 16.5 

いない 65 82.3 

無記入 1 1.3 

合計 79 100.0 

 いる いない 無記入 合計 

高等学校 12 37 0 49

支援学校 0 23 0 23

高等専修 1 5 1 7

合計 13 65 1 79

いる, 12

いる, 1

いない, 37

いない, 23

いない, 5

無記入 , 0

無記入 , 0

無記入 , 1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校

支援学校

専修学校

いない

65

いる 13

無記入

1

─ 38 ─



（10‐２‐２）非常勤の就労支援をおこなう人材の人数 

表 10‐２‐２‐１ （全体）        表 10‐２‐２‐２ （学校別） 単位：校  

 

  

 

 

 

    

  

 

 

 

 

 

 

 非常勤の人材の人数については、１３校中１２校が１人（９２．３％）との回答をえた。 

 

 

（10‐３）就職担当者の異動・交代  

（10‐３‐１）異動・交代のの有無  

表 10‐２‐２‐１ （全体）      表 10‐２‐２‐２ （学校別） 単位：校  

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 就職担当者の異動は、７９件中が７４件（９３．７％）が異動があると回答した。３種類

の学校すべてにおいて異動があるとの回答が多い結果になった。  

 

 

 件数   ％ 

1人  12 92.3 

2人  1 7.7 

合計 13 100.0 

 1人  2人  

高等学校 11 1 

高等専修 1 0 

合計 12 1 

 ある ない 無記入 合計 

高等学校 46 2 1 49

支援学校 22 0 1 23

高等専修 6 1 0 7

合計 74 3 2 79

 件数 ％ 

ある 74 93.7 

ない 3 3.8 

無記入 2 2.5 

合計 79 100.0 

ある

74

無記

入 2
ない 3

ある 46

ある 22

ある 6

ない 0

ない 1

ない 2

無記入 1

無記入 1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校

支援学校

専修学校

12

1

0 2 4 6 8 10 12 14

1人

2人

1人 11

1人 1

2人 1

2人 0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校

専修学校

─ 39 ─



（10‐３‐２）異動・交代の期間 

表 10‐３‐２‐１ （全体）   

  

 

 

  

 

 

 

表 10‐３‐２‐２ （学校別）      単位：校  

 

 

 

 

 

 

 

 

○何年ごとですか？ ※上記質問において、「 年毎」と回答した方のみ  

表 10‐３‐２‐３ （全体）    表 10‐３‐２‐４ （学校別）   単位：校  

 

 

 

 

 

2

4

0 2 4 6

2年

3年

 

 

異動については７４校中５３校（７１．６％）が不定期に異動があるとの回答がえられ、

また、 年毎の回答が６件あり、その期間が２～３年となっている。  

 

 

 

 

 件数 ％ 

毎年 14 18.9 

 年毎 6 8.1 

不定期 53 71.6 

無記入 1 1.4 

合計 74 100.0 

 毎年   年毎 不定期 無記入 合計

高等学校 11 4 30 1 46

支援学校 1 2 19 0 22

高等専修 2 0 4 0 6

合計 14 6 53 1 74

 件数 ％ 

2年  2 33.3 

3年  4 66.7 

合計 6 100.0 

 2年  3年  合計 

高等学校 2 2 4

支援学校 0 2 2

合計 2 4 6

2年 2 3年 2

3年 2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校

支援学校

無記

入 1

毎年

14

　年毎

6

不定

期 53
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（10‐３‐３）引継ぎの程度  

 表 10‐３‐３‐１ （全体）    表 10‐３‐３‐２ （学校別）    単位：校  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

引継ぎについては、「０：していない」との回答が３校あり、７４校中３０校（４０．５％）

が「３：しっかり行っている」との回答をえた。  

 

 問 11 研修の状況   

（11‐1‐１）就労支援に関する研修の受講経験  

表１１‐１‐１‐１ （全体）   表１１‐１‐１‐２ （学校別）     単位：校  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

連

携

度

合

い 

 件数 ％ 

０ 3 4.1 

１ 9 12.2 

２ 32 43.2 

３ 30 40.5 

 合計 74 100.0 

緊密に連携している    全く連携していない  

連携度合い ３ ２ １ ０ 合計 

高等学校 22 18 4 2 46

支援学校 7 10 4 1 22

高等専修 1 4 1 0 6

合計 30 32 9 3 74

 件数 ％ 

ある 59 74.7 

いない 20 25.3 

合計 79 100.0 

 ある いない 合計 

高等学校 31 18 49 

支援学校 21 2 23 

高等専修 7 0 7 

合計 59 20 79 

30

3

32

9

1

2

3

4

22

7

1

18

10

4

4

4

1

2

1

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校

支援学校

専修学校

3

2

1

0

いない

20

ある
59 ある 31

ある 21

ある 7

いない 18

いない 2

いない 0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校

支援学校

専修学校
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進路担当・就職担当者に対する研修は、７９校中５９校（７４．７％）が「ある」と回

答をし、残り２０校（２５．３％）が「ない」との回答をした。「ある」と回答した高等

学校は３１校（６３．３％）、支援学校は２１校（９１．３％）、高等専修学校は７校（１

００％）という結果になった。 

 

 

（11‐1‐２）研修内容  

○ 研修内容 （１１‐１‐１で「ある」との回答をした学校のみ）  

表１１‐１‐２‐１ （全体）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 件数 ％

政策や制度に関すること 34 57.6

支援計画に関すること 13 22.0

指導方法や指導事例に関すること 31 52.5

校内の連携や体制づくりに関すること 12 20.3

地域への支援や理解に関すること 14 23.7

他機関との連携方法に関すること 41 69.5

企業訪問の仕方や社会マナーに関すること  16 27.1

その他 1 1.7

 

1

16

41

14

12

31

13

34

0 10 20 30 40 50

その他

企業訪問の仕方や社会マナーに関すること

他機関との連携方法に関すること

地域への支援や理解に関すること

校内の連携や体制づくりに関すること

指導方法や指導事例に関すること

支援計画に関すること

政策や制度に関すること
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表 11‐１‐２‐２ （学校別）                                           単位：校  

 高等学校 支援学校 高等専修 合計

政策や制度に関すること １４ １７ ３ ３４

支援計画に関すること ７ ３ ３ １３

指導方法や指導事例に関すること  １８ ８ ５ ３１

校内の連携や体制づくりに関すること  ８ ２ ２ １２

地域への支援や理解に関すること  ５ ５ ４ １４

他機関との連携方法に関すること  １９ １８ ４ ４１

企業訪問の仕方や社会マナーに関する

こと 

７ ６ ３ １６

その他 １ ０ ０ １ 

 

研修に参加経験のある５９校が参加したことのあると回答した研修は、「他機関との連

携方法に関すること」４１校、「政策や制度に関すること」３４校の順となっている。最

も多い回答をえた「他機関との連携方法に関すること」において、高等学校では３１校

中１９校（６１．３％）、支援学校では２１校中１８校（８５．７％）、高等専修学校で

は７校中４校（５７．１％）との回答をえた。  

「その他」の具体的内容は、「専門学校が実施している就職セミナー公務員対策セミナ

ー（就職支援担当者に新しく配属された先生）」に参加しているとの回答を得た。  

 

○ 研修に不参加の理由（11‐１‐１で「ない」との回答をした学校のみ）  

 表 11‐１‐２‐３ （全体）      表 11‐１‐２‐４ （学校別）     単位：校  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 件数  ％  

必要に感じないので  5 25.0

参加する時間がない  9 45.0

研修の案内がないので  5 25.0

その他 0 0.00

 高等  

学校  

支援

学校  

合計

必要に感じないので  5 0 5 

参加する時間がない  7 2 9 

研修の案内がないので  5 0 5 

その他 0 0 0 

 

5

0

7

2

5

0

0

0

0% 50% 100%

高等学校

支援学校
必要に感じないので

参加する時間がないので

研修の案内がない

その他
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 研修に不参加の理由としては、「参加する時間がない」が 9 件と最も多く、続いて「必要に感じ

ないので」「研修の案内がないので」が 5 件と続いている。 

 

 

 

 

（11‐２）受けたい研修  

表 11‐２‐１ （全体）      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

5

24

37

22

18

40

20

26

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

その他

特にない

企業訪問の仕方や社会マナーに関すること

他機関との連携方法に関すること

地域への支援や理解に関すること

校内の連携や体制づくりに関すること

指導方法や指導事例に関すること

支援計画に関すること

政策や制度に関すること

 

 

 

 

 

 

 

 

 件数 ％ 

政策や制度に関すること 26 32.9

支援計画に関すること 20 25.3

指導方法や指導事例に関すること 40 50.6

校内の連携や体制づくりに関すること 18 22.8

地域への支援や理解に関すること 22 27.8

他機関との連携方法に関すること 37 46.8

企業訪問の仕方や社会マナーに関すること  24 30.4

特にない 5 6.3

その他 0 0.00
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表１１‐２‐２ （学校別）            単位：校   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就職担当者として受けたい研修としては、最も多いのが「指導方法や指導事例に関す

ること」４０校、続いて「他機関との連携方法に関すること」３７校となっている。  

高等学校では、「指導方法や指導事例に関すること」が２８校（５７．１％）、「他機関と

の連携方法に関すること」１７校（３４．７％）と続き、支援学校では、「他機関との連

携方法に関すること」１４校（６０．９％）、「政策や制度に関すること」１３校（５６．

５％）と続き、高等専修学校については「他機関との連携方法に関すること」６校（８

５．７％）、「支援計画に関すること」及び「地域への支援や理解に関すること」が４校

（５７．１％）と続いている。 

 

 

 問 12 障害のある生徒に対する就労支援について、日ごろ感じておられること、考え

ておられることを何でもご自由にお書き下さい。 

  

○高等学校からの意見 

 １．卒業後に関すること  

・ 身近に、障害をもつ生徒を受け入れてくれる、又、育ててくれる機関があればと強

く思っています。 

 高等学校 支援学校 高等専修 合計 

政策や制度に関すること １０ １３ ３ ２６

支援計画に関すること １３ ３ ４ ２０

指導方法や指導事例に関すること ２８ １１ １ ４０

校内の連携や体制づくりに関すること １１ ５ ２ １８

地域への支援や理解に関すること １３ ５ ４ ２２

他機関との連携方法に関すること １７ １４ ６ ３７

企業訪問の仕方や社会マナーに関すること  １１ １０ ３ ２４

特にない ４ １ ０ ５

その他 ０ ０ ０ ０

10

13

3

13

3

4

28

11

1

11

5

2

13

5

4

17

14

6

11

10

3

4

1

0

0

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校

支援学校

専修学校

政策や制度に関すること

支援計画に関すること

指導方法や指導事例に
関すること

校内の連携や体制づくり
に関すること

地域への支援や理解に
関すること

他機関との連携方法に
関すること

企業訪問の仕方や社会
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○ 回答内容 

１． 今まで障害のある人が働いている事業所を見学したことがありますか。  

 

１．障害のある人が働いている事業所見学の有無

ない 33%

ある 67%

  

 

障害のある人が働いている事業所見学については、67%が見学の経験がある。主な

見学先としては、特例子会社、障害の雇用を積極的に行なっている企業となってお

り、授産施設、訓練施設も見学先として回答があった。  

「ある」と答えたうち 1 名あたり平均 3.1 社見学。  

見学件数：最多 5 社   最少 1 社  

（主な見学先：特例子会社、一般企業、授産・訓練施設）  

 

２． 本日、企業見学をしてどのように思いましたか。（複数回答可）  

２．事業所見学をした感想（複数回答）

よくわからない1, 5%

むずかしい1. 5%

見学したような会社

があれば働ける 58%

働くイメージが持て

た 32%
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○ 回答内容 

１． 今まで障害のある人が働いている事業所の方の講演会を聴いたことがありま

すか。  

１．障害のある人が働いている企業担当者の講演を聴いた
事があるか

ない 74%

ある 26%

 

障害のある人が働いている事業所見学の経験に比べ、企業担当者の講演を聴く機会

はなかったようで 74%の人がないと答えている。  

「ある」と答えたうち 1 名あたり約 1 回。  

 

 

２． 本日、講演会を聴いてどのように思いましたか。（複数回答可）  

  

項目  集計  

１働く心構えがよくわかった  １４

２他の講演も聴きたい  ８

３難しかった  ２

４よくわからない  ２

 

 

２．講演を聴いた感想（複数回答）

働く心構えがよくわ

かった53%

他の講演も聴きた

い31%

難しかった8%

よくわからない8%

0 5 10 15

1

2

3

4
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53%

 
 

DVD
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（２）短期実習の状況およびアンケート結果 

（２）‐１ 短期実習の状況 

インターンシップ受け入れ企業 10 社の中から、障害のある学生が希望する企業

で 3 日間から 7 日間実習を行った。ほとんどが夏休み、冬休みを利用しての実施で

あり、限られた期間の中で受け入れ企業数も 10 社程度であったため多くの人に就

業体験をしてもらうことはできなかったが、実習希望者の都合で実施しなかった 2

名を除き、8 名が短期実習を行った。  

実施しなかった者 2 名のうち 1 名は、就業体験予定の企業以外で雇用を見据えた

実習が決まったことで辞退した。もう 1 名は、企業見学に行った上で、先生からの

勧めがあったにもかかわらず、生徒自身が行かないと決めて辞退した。  

 

○ 実習生状況 

 a.学校種別         （人）  

高等学校  専修学校  合計  

６  ４  １０  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 b.学年           （人）   

2 年生  3 年生  合計  

３  ７  １０  

 

 

 

 

 

 

 

 

c.障害種別                             

身体障害  知的障害

B2 

知的障害

B1 

知的障害

A 

精神保健福

祉手帳  

手帳なし  

 

合計 (※2)

 

１  ６  １  １  １  １  １１  

学校種別

高等学校
(6名)

専修学校
(4名)

高等学校

専修学校

学年

3年生
(7名)

2年生
(3名)

2年生

3年生
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 実習に参加してみようと思ったきっかけについては、就職を希望しているから  

が 3 名、進路の参考にしたいが 3 名、保護者、先生にすすめられたからが 2 名であ

った。就職も含めた進路決定の参考にしたいと生徒自身が考えていることが回答に

現れている。  

 

(3) 就業体験をする前の実習に対するイメージと実習後の意識の変化について  

3実習に対するイメージ

全く自信が
ない13%

できそうだ
が少し不安
49%

出来る自
信があった
38%

 

就業体験前は、自信があると答えたものが 3 名、できそうだが少し不安と答え

たものが 4 名、自信がないと答えたものが 1 名であった。体験前に自信がなく、

体験後も「よくわからない」と答えた理由として実習の期間（5 日間）が短くて

働くイメージが持てなかった）と答えている。  

 

(3) 体験実習を終えて就職に向けてどのような課題があると感じたかを生徒、保護

者、先生に同じ問いを行なった。  

 

就職に向けた課題（複数回答）

0

2

4

6

8

10

12

体
力

集
中
力

マ
ナ
ー

意
欲

指
示
理
解

ｺﾐ
ｭﾆ
ｹｰ
ｼｮ
ﾝ

丁
寧
さ

ス
ピ
ー
ド

特
に
な
い

先生

保護者

生徒

 

4.就業体験後の働くイメージの変化

その他
13%

よくわから
ない 13%

不安になっ
た 13%

前向きに
なった 37%

自信になっ
た 24%
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第３章 実践編② 進路担当者向け研修の状況 

平成２１年１２月４日(金) ㈱ダイキンサンライズ摂津 

参加者２０名(高等学校、支援学校、専修学校進路担当教員) 

○ 参加者内訳 参加者：20 名（専修学校 5 名、高校(自立支援コース、定時制)7 名、 

特別支援学校 8 名）  

《カリキュラム》 

時間 内 容 講 師 

9:30～10:00 ライフステージを見据えた支援  ～働くことを考える～ 

大阪市職業ﾘﾊﾋﾞ

ﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ 

乾 伊津子氏 

10:00～10:05             休 憩   

10:05～11:30 

○企業での障害者雇用の取り組みについて 

・障害のある人を雇用している事業所の取り組み 

・企業が学校、支援機関に望むこと 

○企業内見学 

・障害のある人を雇用している事業所で障害のある社員が働

いている現場を見学。 

㈱ﾀﾞｲｷﾝｻﾝﾗｲｽﾞ

摂津 

應武 善郎氏 

11:30～11:40             休 憩  

11:40～12:00 
＜就労を支える社会資源・施策について  ＞ 

①ハローワーク（役割、支援施策・制度について） 

大阪労働局 

渡邉 和江氏 

12:00～13:00 昼 食  

 

13:00～14:30 

 

③と④の間で

10 分間休憩 

＜就労を支える社会資源・施策について（各機関 20 分）＞ 

②障害者職業センター（役割、業務・事業内容について）  

③障害者就業・生活支援センター（役割、業務内容について） 

④職業能力開発校、能力開発施設（役割、事業内容について） 

⑤就労移行支援事業所（役割、事業内容について）  

 

新谷 正樹氏 

井上 正治氏 

岡本 忠雄氏 

金塚たかし氏 

14:30～14:40 休 憩  

14:40～17:00 

＜グループに分かれて就労支援に向けたワークショップ＞  

＜就労支援を支える社会資源･施策について＞の講師がコー

ディネーターとなり進行。 

・就労支援の流れ／求人票を見るポイント／企業との接し方 

・事業所に同行し、支援する内容、気をつけること 

・就労支援をする際に、陥りやすい失敗についての体験談  

・参加者が就労支援に取り組むときに不安に思うこと、直面

する課題を出し合い、整理、解決に向けた意見交換。  

・研修全体を通しての感想、取り入れて欲しい研修内容  

梶山 武志氏 

ほか講師 4 名 
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《研修内容》 

◆ライフステージを見据えた支援～働くことを考える～ 

大阪市職業リハビリテーションセンター 所長 乾 伊津子 氏 

*はじめに 

 文部科学省の調査研究事業を受託して、支援学校だけでなく高等学校、高等専修学校に

在籍している障害のある生徒に向けた就労支援の課題を中心に、企業実習の機会提供、進

路担当者を対象とした研修、実態アンケートを実施して支援の在り方検討会を行っていま

す。 

 

*ライフステージにわたる支援 

障害のある人のライフステージにわたる支援を考えた時に、就学前→学齢期(教育)→ 

社会参加(就業)→自立生活→加齢熟年期と支援はライフステージを繋ぐものとなります。 

特に教育分野から就労・生活分野へは個別支援計画を持って支援のバトンを次へと渡して

行くことが望まれます。 

 

*ケアマネジメントの重視 

あくまでも本人の自己決定を支えることが大原則となりますので、本人の夢を実現する

ための支援とも言えます。個別支援計画は本人を詳細に評価して本人の決定に従って就労

の可能性を見出すものなので、最初から完璧な支援計画が出来上がることはないと思いま

す。本人の可能性を発見しながら支援計画も変化していくことは自然なことだと思います。 

 

*教育から就労への繋ぎ方 

 生徒にとって職業観(就業イメージ)をしっかり持つことが大切ですが、学校の教員も進

路担当に任せてしまうのではなく職業観を共有してください。そして本人の就業準備は出

来るだけ早い時期に「卒業後は一般企業で働く」という目標設定をすることが望まれます。

本人の特性や職業適性を見極め、就業に向けて本人と家族を総合的に支援してください。

本人の就業意識は生活体験や社会体験を通して身につきます。家庭内の手伝いや社会見学、

スポーツ等なんでも挑戦する事が大切です。そして、職場実習は本物の職業との出会いと

なります。企業では働く大人の姿を見ることや先輩の話を聞く機会が得られます。いろん

な体験の中から得意を伸ばし職域、職種とのマッチングを行ってください。 

 

*保護者・家族への支援 

保護者への支援も大切です。保護者は本人の将来への不安から学校や支援機関への過大

な期待をしている場合や就労を否定する場合があります。在学中から地域の社会資源(福祉、

労働、医療、保健)・関係機関(障害者就業・生活支援センター、相談支援事業所等)と連携

し卒業後の支援体制を見えるようにしてください。情報提供も大切です。卒業後の具体的

な選択肢の紹介や研修会・見学会も有効な情報提供の場となります 

 

*就業支援を担う人材の育成 

 支援者(進路担当者)自身の価値観の変革も必要です。障害の部分(できないこと)から発
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想しないでください。可能性を信じ出来ること・得意なことを発掘しましょう。また支援

者自身が成功体験を積んでいくことも重要です。ハローワーク、能力開発施設、障害者就

業・生活支援センター、など就業支援機関と連携して個別支援計画で繋がる地域の就労支

援ネットワーク(本人主導、あきらめない、サービスをつなぐ、無いものは創り出す姿勢)

を持ってください。 

 

 

◆企業での障害者雇用の取り組みについて 

「障害のある人を雇用している事業の取り組み ～企業が学校に望むこと～」 

㈱ダイキンサンライズ摂津 代表取締役社長 應武 善郎 氏 

 

*採用と配置…㈱ダイキンサンライズ摂津は空調機器メーカーのダイキン工業が障害のあ

る人の雇用促進を図るために設立した特例子会社です。ハローワークを窓口として就職面

接会、支援学校や職業訓練校から職場実習を経て採用しています。 実習で職場への適性を

判断しますが、本人に労働意欲があり自力通勤が可能であること、毎日出勤できる体力が

あり作業手順書の確認や報告書作成のために簡単な読み書きができることが必要となりま

す。またチームで作業するための協調性があることなども適性を判断するポイントとなり

ます。 

 

*能力開発…本人が持っている潜在的な能力を引き出すために２つほめて１つ指導すると

いったことを基本にしています。また、手話による朝礼や職務上必要となる資格取得の教

育も行っています。 

 

*社員の自立へ向けて…職場長やラインリーダーへの登用を行っており、現在は障害のある

社員のうち９名が登用されています。また工場見学の案内役を担当したり、リクリエーシ

ョンや安全活動の企画なども行っています。 

 

*職場定着へ向けて…職場生活相談員を配置して、「うそをつかない」、「仕事は厳しく」、「職

場は明るく」をモットーに長い目で職場に定着できることを目指しています。２～３年たて

ば見違えるように成長してくれています。 

 

*企業が安心して雇用するために就労支援へ求められること 

(1)知的障害のある方に対して 

まず働きたいという気持ちを持っていることが必要です。そして働くための体力や社会

人となるための生活習慣を身につけることも必要です。心構えとしては、新しいことを受

け入れる素直な気持ちを持っていると仕事を早く覚えることが出来ます。作業内容の把握

や報告書作成などの為に簡単な読み書きが出来ることも求められます。 

 

(2)精神障害のある方に対して 

働くためのリズムができていて、日常の生活習慣が出来ていることが必要となります。   
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◆就労を支える社会資源・施策について 

（１）ハローワーク(役割、支援施策・制度について) 

大阪労働局 職業安定部 職業対策課 障害者雇用対策班長 渡邉 和江 氏 

 

*体制 府内１６か所に障害者の専門窓口（１か所は、担当職員）を設置しています。新

規学卒障害者の場合は卒業年次の１学期の末頃に職業相談を実施し、その後学校に協力し

ながら求人情報、職場実習先の情報の提供や職場開拓の支援を行います。卒業近くになっ

ても未内定の就職希望生徒に対しては希望に応じて安定所求人を紹介します。 

 

*職業相談・職業紹介 障害者であることを身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福

祉手帳、医師の診断書や意見書、専門機関の証明書等で確認しますが、さらに詳しい職業

適性の判断材料として、(おもに知的障害者、精神障害者等について)当人の職業能力や配

慮すべき点を大阪障害者職業センターに専門的な評価を依頼します。また、より手厚いサ

ポートを受けるために療育手帳Ａ判定以外の知的障害者については当人・保護者の了解の

もとに大阪障害者職業センターへ重度判定を依頼する場合があります。 

支援方針や進め方については、ハローワーク、当人、保護者、支援機関が集まりケース会

議で検証を行います。職場適応訓練や短期の職業訓練、公共職業訓練希望者には募集情報

の提供と申込み受付を行っています。また、ハローワークで受講指示を受けた人には訓練

手当が支給されます。 

 おもに雇用率未達成企業等から指導や求人開拓等によって受理した求人や一般求人の中

から、当該障害者に合った求人内容を選出し、求職者に説明し了解を得て紹介しています。

面接には職員が同行し障害の特性や状態、配慮願いたい点、雇い入れに対する各種支援制

度、バックアップ体制等について説明し面接をフォローします。 

 求人者が採用に踏み切れない場合で求職者にも不安がある場合は職場適応訓練、障害者

トライアル雇用、精神障害者ステップアップ体制等の利用を持ちかけます。 

 雇い入れ後しばらくの期間援助者の立ち会い等が必要であったり、望ましい場合はジョ

ブコーチ支援を活用します。これにはハローワークから大阪障害者職業センターへの事前

相談や面接時、面接後雇い入れまでに事業所を含めた関係者の打ち合わせが必要です。ま

た就職後、早期に事業所を訪問して労使双方の現状を把握して問題点があれば解消される

ように支援を行います。(職場適応指導) 

 

 

（２）障害者職業センター（役割、業務・事業内容について）  

大阪障害者職業センター 上席障害者職業カウンセラー 新谷 正樹氏  

 

＊ 職業センターとは･･･「障害者の雇用の促進に関する法律」に規定され、独立行政法人

高齢・障害者雇用支援機構が運営しています。ハローワークとの綿密な連携のもとで、障

害者・事業所・関係機関に対する専門的な職業リハビリテーションを提供する施設として、

全国 47 都道府県に設置され、大阪には、本所として大阪障害者職業センター（堺筋本町）

と、南大阪支所（なかもず）があります。 

─ 69 ─



 

＊ 業務・事業内容･･･障害のある方に対しては職業相談・職業評価を実施し、職業準備支

援もおこなっています。 

学校に対する職業評価については現在、一般校（自立支援推進校含む）のみとなってい

ます。特別支援学校在学者は卒業後、直ちにセンターのサービス（職業準備支援、ジョ

ブコーチ）を受ける前提の方のみ実施しています。ただし、重度知的障害者判定は特別

支援学校の方も受けることができます。重度知的障害者判定とは、障害者雇用率制度、

障害者納付金制度の雇用対策上の重度障害者であるか否かを判定するものです。重度判

定を受けることによって、障害者の雇用数がダブルカウントされる（1 人分が 2 人分とし

てカウント）、特定求職者雇用開発助成金の支給金額、支給期間（回数）が増える、とい

った企業にとってのメリットがあります。重度判定といっても雇用対策上の重度という

意味で、決して障害が重度という意味ではありません。重度知的障害者判定の手続きに

ついて、申し込みはハローワークでお願いします。判定実施に当たっては、本人、保護

者の来所が必要です。判定結果は、ご本人に「判定書」、管轄のハローワークに「重度知

的障害者判定結果について」が送付されます。 

 「職業準備支援」の利用にあたっては、学校在学者は卒業後の利用となります。また、

事前に職業評価を受ける必要があります。8 週間で就職に結びつけることが適当な方が対

象となります（一定の期間の訓練が必要な方は就労移行支援事業者等をお勧めしていま

す）。就職が決まっているが、就職までの間に生活リズムが崩れる可能性のある方も対象

となります。 

障害者の円滑な就職及び職場適応を図るため、事業所にジョブコーチを派遣し、障害者

及び事業主に対して、雇用の前後を通じて、障害特性を踏まえた直接的、専門的な支援

を実施しています。支援期間は１～７ヶ月で個別に設定しています。標準的な期間は２

～４ヶ月です（通常は 2 ヶ月）。支援終了後はフォローアップでケアするとともに地域の

障害者就業・生活支援センターと連絡をとりその後の支援を引き継ぐようにしています。

ジョブコーチの利用にあたっては、学校在学者は卒業後の利用となり、本人、保護者、

事業所の了解が必要です。支援課題を明確にし、支援計画を立てるため、事前に職業評

価を受ける必要があります。 

 企業に対しては職業リハビリテーション推進フォーラムや雇用管理サポート講座を開

催し、働く障害のある人を雇用する企業の支援をおこなっています。「雇用管理に関する

専門的援助」の内容として、障害者の雇用に関する事業主のニーズや雇用管理上の課題

を分析し、事業主支援計画を作成し、雇用管理に関する専門的な助言、援助を行ないま

す。その他にも採用に関する助言、援助や社内研修への講師派遣による協力、障害者雇

用について先行企業の紹介と言った情報提供も行なっています。企業向けのフォーラム

は毎年１回程度、雇用管理サポート講座については毎年８回程度開催しています。  

 

（参加者より） 

重度知的障害者判定などの制度がよくわかったと言う感想をはじめ、支援学校にとって障

害者職業センターが使いにくくなっているとの意見がありました。特に職業評価について

対象が一般校のみとなっている点について利用できるように改善してほしいと言う要望が
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ありました。（特別支援学校に対しては、直接援助はしていませんが、助言という形で先生

方の相談をしたり、研修等を実施することは可能です。） 

 

 

（３）障害者就業・生活支援センター（役割、業務内容について）  

すいた障がい者就業・生活支援センター センター長 井上 正治氏  

 

 まず始めに障害者の就職に関わる「センター」と付くところがやたらと多い事を承知く

ださい。例えば、「障害者職業センター」「職業リハビリテーションセンター」そして、「障

害者就業・生活支援センター」があります。各市にも「センター」と付く、「生活支援セ

ンター」「相談支援センター」「自立生活センター」があります。これから説明するのは「障

害者就業・生活支援センター」です。通称「就ぽつ」「なかぽつ」「なかぽつセンター」「ぽ

つセンター」他にもその地域によっての呼び方があるようです。 

 

＊ 障害者就業・生活支援センターとは･･･厚生労働省委託事業で障害福祉圏域（約 30 万

人）毎に 1 ヶ所設置されています。2008 年度で福祉圏域 400 ヶ所中 205 ヶ所で設置さ

れています。大阪府では 18 圏域中、18 ヶ所設置済みです。「（圏域名）障がい者就業・

生活支援センター」と標記されています。運営は障害者事業団、社会福祉法人、NPO 等

と様々です。全て民間の運営となっています。18 の障害者就業・生活支援センターがあ

るというより 18 種類のセンターがあると思ってください。基本的に就労支援ワーカー２

名と生活支援ワーカー１名を配置しています。 

 

＊役割と業務内容･･･障害者の就労面と生活面をサポートしていくことが役目です。支援

サービスの流れは、まず初回相談に来ていただきセンターの説明や活動紹介をしたあと、

ニーズの簡単な聞き取りを行ないます。利用するに当たっては、利用登録をしてもらい、

ニーズの掘り下げた聞き取り、アセスメントを実施し場合によっては他機関を紹介する事

があります。継続利用の場合は、就職するために、ハローワークへ求職登録の同行支援を

したり、実習職場開拓したり、履歴書の書き方や面接等の練習も支援します。職場体験実

習をしてもらい、面接にも同行し就職が決まった後も定着支援をしています。  

 センターの実態は、各センターとも 200 名以上の登録者をかかえ３名でカバーしている

状態です。そして、毎年 40 名以上の新規相談者を受けています。１年の支援回数は、相

談、企業開拓、定着支援を含めて 1000 回以上です。初回相談は１ヶ月待ちの状態です。

初回相談、ハローワーク同行、職業センター同行、職業評価、だけでは本人の実態が見え

てこないので、本人だけの面談、家族だけの面談等いろいろ状況を変えるなかで、いろん

な話しをすることによってより本人の実態やニーズをつかむよう心がけています。  

これからの地域ベースの就労支援として、障害者就業・生活支援センターとハローワーク

を核にして、ネットワークを構築する事。就労移行支援事業所とも連携し、就労移行支援

事業の就労移行予定数と、障害福祉計画の数値目標との整合性も考える必要があります。 

 

＊支援学校との連携について･･･準備センター時代（センターとして指定を受けるまでの
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準備運営期間）は年に１～２回何かの会議で挨拶する程度で、ほとんど連携がありません

でした。もちろん生徒や家族を含めた具体的な動きもなく、実際に支援学校から就職する

生徒も年に１～３名くらいだったように思います。先生が訪問していた定着支援を引き継

いでやろうとしましたが、失敗してしまいました。就職した卒業生に職場で課題が発生し、

支援学校からの依頼で職場へ出向きました。しかし、当事者とは初対面、企業とも初対面

ではうまく行くはずがありません。本人や企業との信頼関係どころか知り合いでもない関

係では何も始められない事に気づきました。「何かがおこった・・・」そこから動いても

手遅れです。敗戦処理投手の気持ちってこんなのかと思いました。  

 その後、定着支援の反省から、せめて本人とは事前に出会い、できれば家族とも面談し、

就職への想いとのギャップ、その背景についても知っておきたいと考えました。そして、

就労訓練の現場で夏休みに実習を受け入れ、働く意欲の確認や本人の作業能力、必要な支

援、キャラクターまでアセスメントする取り組みを始めました。学校で家族向けの講演も

しました。このような連携の中就職後に不安がある生徒については、内定企業へ挨拶同行

するとともに職務分析と本人スキルの比較も行い卒業後のアフターケアに活かせる取り

組みをしています。学校（先生）とはかなりの共有感が生まれていると感じています。  

 今後の本センターの取り組みとして、吹田支援学校でスタートする「社会自立を目指す

コース」との連携を深める計画があります。高等部 1 年生から校内実習や、外部講師、企

業見学、外部実習（就労を意識した訓練機関や施設）に取り組む予定で、高等部２年生で

は企業実習、3 年生では就職をめざした企業実習を実施する予定です。授業も就職を意識

した内容で実施するようです。地域の障害者就業・生活支援センターとして、地域支援機

関と連携し学校生活も含めた３～５年のパッケージで就職と社会自立を支援していきた

いと考えています。 

 

 

（４）職業能力開発校、能力開発施設（役割、事業内容について）  

大阪市職業リハビリテーションセンター 指導係長 岡本 忠雄氏  

 

＊障害者職業能力開発校、施設とは･･･職業能力開発促進法に基づき、ハローワーク、障

害者職業センター等の関係機関との綿密な連携のもとに、訓練科目・訓練方法等に特別の

配慮を加えつつ、障害者の態様等に応じた公共職業訓練を実施しています。  

 障害者職業能力開発校は全国 19 か所（国立 13 校、都道府県立６校）に設置されており、

国立の 13 校のうち２校は独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構に、11 校は都道府県に

運営が委託されています。また、これらとは別に、事業主、民間法人等が運営する民間の

能力開発施設が、障害者の職業に必要な能力を開発し、向上させるための教育訓練事業（厚

生労働大臣の基準に適合するもの）を実施しているところが全国で 21 か所あります。 
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にしています。身体、精神の在宅状態にある人に対し、個別支援を実施する Web ラーニン

グコースを設けています。多様な業種への就労を目指す物流・組み立てコースは知的障害

者を対象に募集しています。 

身体に障害のある人の IT 系の職業指導として情報処理科（1 年間：OA 実務コース、2 年

間：システム開発コース）があります。企業での就職を希望する人を入校試験で選抜し、

仕上がり像（職種）をイメージしたカリキュラムをベースに講義、実習、演習を行い、求

職活動や職場実習での支援を行なっています。 

就職活動については、合同面接会へ参加したり、ハローワークの求人票から探したり、ハ

ローワークによる就職相談会を年 2 回実施しています。企業からの直接相談を受けて、企

業実習をし、実務能力の向上をはかり、就業の可能性を見極めるようにしています。  

 

＊能力開発施設の特徴･･･指導カリキュラムに従い、スキルアップを図るとともに就職に有

利な資格取得を行なっています。企業との連携による実務能力の向上をはかるために、施

設内における設備環境の充実、特に模擬的就業環境を構築するように努めています。利用

者５名に対して１人の指導員を配置し、安定して長期の訓練を受け、就職活動が行なえる

よう支援しています。 

 

＊まとめ･･･障害特性に応じた指導を行い、働くための専門的能力の向上をはかっています。

就業可能な職域の開発をするとともに、就業をイメージした指導を行い、様々なアプロー

チ（職業意識、環境、スキルアップ）から、本人の就業可能性を発見し、就業に結び付け

て行きたいと考えています。 

  

 

（５）就労移行支援事業所（役割、事業内容について）  

NPO 法人 大阪精神障害者就労支援ネットワーク JSN 門真 所長 金塚 たかし氏 

 

＊役割･･･一般就労等を希望し知識・能力の向上、実習、職場探し等を通じ、適性のあった

職場への就労を見込まれる者（65 歳未満の者）を対象に有期限（24 ヶ月）で事業所内訓

練、企業における実習を通して就労支援することを目的としています。 

 

＊事業内容について･･･一般就労等への移行に向けて、事業所内や企業における作業や実習、

適性にあった職場探し、就労後の職場定着のための支援等を実施しています。通所による

サービスを原則としつつ、個別支援計画の進捗状況に応じ、職場訪問等によるサービスを

組み合わせています。利用者ごとに、標準期間（24 ヶ月）内で利用期間を設定しています。

人員配置として、サービス管理責任者、職業指導員等→6：1 以上、就労支援員→15：1 以

上となっています。 

 標準的な支援内容は通所前期（基礎訓練期）として６ヶ月の間に、基礎体力をつけ、製

造、事務等における一般知識の習得、整理整頓等、作業能率の向上を図ります。集中力や

持続力、協調性を身につけ対人関係を築くとともに、仕事の責任の理解、職場規律、社会

規律の遵守を図ります。適性や課題の把握に努めることがあげられます。  
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第４章 障害のある生徒の就労支援のあり方 検討会 

これまでの調査結果及び事業概要をもとに各事業に対する課題点や方向性について下記の

専門機関の方に集まっていただき検討をした。ただ、調査結果の情報について、検討会の

時点で一部提供ができなかった部分もあるため、十分に結果を考察するというところまで

は至らなかったが、現状も含めた課題点について検討した。 

 

堀 智晴氏 大阪市立大学大学院 生活科学研究科  

長寿社会福祉科学ｺｰｽ 教授 

羽田 澄氏 大阪府立大手前高等学校 准校長 

出口 哲史氏 大阪府立たまがわ高等支援学校 進路指導 指導主事  

藤原 彰子氏 大阪府教育委員会事務局 教育振興課 支援教育課  

支援学校グループ 主査 

矢野 孝氏 矢野紙器株式会社 代表取締役社長 

五十嵐 意和保氏 大阪障害者職業センター 次長 

久保 克己氏 大阪市障害者就業・生活支援センター 所長  

乾 伊津子氏 大阪市職業リハビリテーションセンター 所長  

金塚 たかし氏 NPO)大阪精神障害者就労支援ﾈｯﾄﾜｰｸ JSN 門真 所長 

内藤 孝子氏 NPO）全国 LD 親の会 理事長 

新澤 伸子氏 大阪府発達障害者支援センター アクトおおさか  

センター長 

 

○ 職場体験における効果について 

（成長できる環境とは） 

・ 職場体験実習を行うことにより効果があるということについて、3 日間というような

短期間ではわからないというのはあるが、逆に単に会社に長期間行ったり、回数を積

み重ねていくことによって変化が得られるわけではない。 

・ 「会社に行く」そのことによって、まず「行く本人の環境が変わる」それによって「本

人の意識が変わる」ということ。また、行き続けることで「まわりの受け止め方が変

わる」「まわりの体制が行き続ける環境に変化していく」ということ、その環境の中で

本人、保護者、支援者、企業がどのような方向性で進めていくのかということを共有

できるという状況が効果を生み出す環境として大事。 

・ そのような環境を生み出していこうと思うと、本人、保護者、支援者、企業が職場実

習を実施をしていく中で成果や課題点も含めて、その状況をフィードバックしていく、

フィードバックした上で目標設定を行う。それをもとに次に行動を移すという段階的

な積み重ねがあることと、そのような課題や成果、目標が共有できる環境を作ってい

く必要がある。 

・ 支援者についてもその環境を作り出すに当たっての調整をする役割が発生する。会社

に丸投げして負担をかけることで、会社が受け入れそのものを拒否してしまうことに

─ 78 ─



 
 

 

 

 

 

1

 

 
 

100

 

 

 

─ 79 ─



 

 

 
 
 

 

 
 
 

 

 
 

20~30

 

 

─ 80 ─



 
 

 

 
 

 

 

 
 

 

P Plan D Do C Check
A Action

PDCA

─ 81 ─



─ 82 ─



 

22 3

 
 

 
 

 

 
 
 
 

─ 83 ─



─ 84 ─



 参考資料  

第１章 就学支援に関するアンケート 

 

問１ 貴校についてお伺いします。あてはまるもの一つ
．．
に○を付けて下さい。 

（1‐1）教育課程はどれにあてはまりますか？ 

 １． 全日制       ４．多部制   →  （1‐1‐2）何部ですか？  

２． 定時制       ５．高等専門      １．Ⅰ部 

３． 通信制                   ２．Ⅱ部 

                         ３．Ⅲ部 

 

（1‐2）設置主体はどれにあてはまりますか？ 

1．国立      2．公立     3．私立  

 

（1‐3）現在、障害のある生徒に対して特別支援教育を行う学級はありますか？ 

１．  ある      ２． ない      いいえを選んだ方は 1‐4へ進んで下さい。 

                        〔1‐3‐2はとばして下さい。〕 

 

    (1‐3‐2) どのような学級ですか？ 

１．自立支援推進校（自立支援コース）   具体的にお書き下さい。 

２．共生推進校 

 ３．その他   

 

 

  

問２ 生徒数についてお伺いします。（記述現在における数） 

     ※４年・５年は実施している高校のみに配布 

  （2‐1）各学年の在籍者数をお教え下さい。 

      １年 （          人） 

      ２年 （          人） 

      ３年 （          人） 

      ４年 （          人）  

      ５年 （          人）   
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問４ 貴校の生徒に対して、下記の就労支援を実施している学年の欄に○を付けて下さい。 

    ※生徒とは、障害のない生徒と障害のある生徒のこと。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 具体的にどのような就労支援を行っていますか？    

 

 

 

 

 行っていない １年次 ２年次 ３年次 ４年次 5年次 

職場見学    ○    

面接指導   ○ ○   

記入例   

例えば、職場見学を２年次、面接指導を２年次と３年次で行っている場合。 

 行っていない １年次 ２年次 ３年次 ４年次 5年次 

校内での就労に関する実習       

職場見学       

体験学習 

（体験学習とは、職場での一日以内の活動） 

      

職場実習 

（職場実習とは、職場での二日以上の活動） 

      

社会福祉施設での実習       

面接指導       

校外の就職対策講座等の紹介 

ex)就職ｾﾐﾅｰ等(模擬面接、ﾏﾅｰ講座等)の参加 

      

適職･適性判定       

求人の提供       

就労移行に向けた他機関との連携       

 その他        
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問７  就労に関する学習についてお伺いします。  

（ 7‐ 1）貴校では、就労に関する学習（授業・体験学習・単発の行事を含

む）がありますか。  

 

１．ある   ２．ない     ないを選んだ方は 7‐ 3 へ進んで下さい。  

 〔 7‐ 2 はとばして下さい。〕  

 

（ 7‐ 2）就労に関する学習は具体的にどのようなものですか？  

あてはまるものすべて
．．．

に○を付けて下さい。  

 

１．履歴書の書き方          ４．一般常識  

２．面接の受け方            ５．マナー講座  

３．技術を習得する授業        ６．その他    

 

 具体的に教えてください。    具体的に教えてください。 

 

 

 

 

 

 

 

（ 7‐ 3）貴校で取得できる資格はありますか。  

 

１．ある            具体的に教えてください。  

 

２．ない   
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